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神戸市屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

  令和５年10月 31日  

神戸市長 久   元   喜   造   

神戸市規則第26号  

   神戸市屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則  

 神戸市屋外広告物条例施行規則（平成12年３月規則第144号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。  

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後 改正前 

（許可の申請） （許可の申請） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２  ［略］ ２  ［略］ 

(1) ［略］  (1) ［略］  

ア、イ ［略］  ア、イ ［略］ 

ウ  付近見取図及び配置図（敷地境

界 線 及 び 道 路 境 界 線 と の 関 係 を

明記したものに限る。）  

ウ  附近見取図及び配置図（敷地境

界 線 及 び 道 路 境 界 線 と の 関 係 を

明記したものに限る。）  

エ～ク ［略］ エ～ク ［略］ 

(2) ［略］  (2) ［略］  

３  ［略］ ３  ［略］ 

別表第１（第７条関係）  別表第１（第７条関係）  
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番号 広告物

の種類 

広 告 物 等 の 規 格 及 び

条例第５条第１項、第

３ 項 又 は 第 ５ 項 の 許

可の基準 

１  全 て の

広告物 

(1)～ (8) ［略］  

( 9 )  条 例 第 ８ 条 第 １

項の規定により指定

した広告物等景観保

全地区の区域内にあ

っては、広告物等は、

同条第２項に規定す

る基本方針に即した

ものとすること。 

［略］ ［略］ ［略］ 
 

番号 広告物

の種類 

広 告 物 等 の 規 格 及 び

条例第５条第１項、第

３ 項 又 は 第 ５ 項 の 許

可の基準 

１  全 て の

広告物 

(1)～ (8) ［略］  

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］  ［略］ ［略］  
 

様式第１号を次のように改める。  
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様式第１号（第３条関係）  
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様式第１号の２中 

「氏 名            ○印 」を「氏 名             」

に、  

「  

氏  名                    ○印   

                                」  

「  

氏  名                        

                             」  

改める。 

 様式第２号を次のように改める。  

を  

に  
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様式第２号（第４条関係）  
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様式第３号を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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様式第３号（第５条関係）  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第４号を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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様式第４号（第５条関係）  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号

10



 様式第４号の２中 

「神戸市長 あて」を「神戸市長 宛」に改める。 

様式第７号を次のように改める。  
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様式第７号（第10条関係）

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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様式第７号の２中 

「神戸市長       あて」を「神戸市長       宛」に改める。 

様式第８号を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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様式第８号（第11条関係）
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 様式第９号中 

「神戸市長      あて」を「神戸市長      宛」に改める。 

様式第９号の２を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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様式第９号の２（第11条関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の３を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号

18



 様式第９号の３（第11条関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の４中 

「神戸市長       印」を「神戸市長        」に改める。 

様式第９号の５を次のように改める。  
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様式第９号の５（第12条の２関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の６を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号

22



 様式第９号の６（第12条の４関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の７を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号

24



 様式第９号の７（第12条の５関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の８中 

「神戸市長       印」を「神戸市長        」に改める。 

様式第９号の11を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号

26



様式第９号の11（第12条の10関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の12を次のように改める。  

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第９号の12（第12条の11関係） 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第10号を次のように改める。

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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 様式第10号（第13条関係） 
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様式第11号中  

「神戸市長       印」を「神戸市長        」に改める。 

附  則  

（施行期日） 

１  この規則は、令和６年１月31日から施行する。 

（経過措置） 

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の神戸市屋外広告物条例施行

規則（以下「旧規則」という。）に定める様式に従い提出されている申請書及

び届出書その他の書類（以下「申請書等」という。）は、この規則による改正

後の神戸市屋外広告物条例施行規則（以下「新規則」という。）に定める様式

に従い提出されている申請書等とみなす。 

３  この規則の施行の際現に存する旧規則の様式による申請書等は、新規則によ

る申請書等とみなして、当分の間、なお使用することができる。  

 （規則で定める申請書等の押印の特例に関する規則の一部改正）  

４  神戸市規則で定める申請書等の押印の特例に関する規則（令和３年３月規則

第53号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」とい

う。）については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

規則名 条項又は

様式番号 

［略］ ［略］ 

規則名 条項又は

様式番号 

［略］ ［略］ 
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港湾法第37条第１項の規

定による許可並びに同条

第４項の規定による占用

料及び土砂採取料に関す

る条例施行規則（平成12

年３月規則第142号）  

［略］ 

 

港湾法第37条第１項の規

定による許可並びに同条

第４項の規定による占用

料及び土砂採取料に関す

る条例施行規則（平成12

年３月規則第142号） 

［略］ 

神戸市屋外広告物条例施

行規則（平成12年３月規

則第144号）  

様式第１

号 

様式第１

号の２ 

様式第２

号 

様式第３

号 

様式第４

号 

様式第７

号 

様式第８

号 

様式第９

号の２ 

様式第９

号の３ 

様式第９

号の５ 

様式第９

号の６ 
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  様式第９

号の７ 

様式第９

号の11 

様式第９

号の12 

様式第10

号  
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神戸市告示第427号 

神戸市立自然の家条例（昭和48年３月条例第70号）第11条の規定により、施設の指定管理者

となった六甲アウトドア・エデユテインメント共同企業体（代表者 アドバンス株式会社）が、

神戸市立自然の家条例の一部を改正する条例（令和５年９月条例第６号）の規定による改正後

の神戸市立自然の家条例第９条第１項の規定により、その収入として収受する自然の家の利用

に係る料金（以下「利用料金」という。）について、同条第２項の規定により承認をし、及び

同条例別表第２号に規定する繁忙日について承認をしたので、同条第３項の規定により次のと

おり告示する。 

 令和５年10月31日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 利用料金の額 

(1) 次の表の使用目的の欄に掲げる目的で同表の施設の欄に掲げる施設を使用する場合 

使用目的 施設 宿泊を伴う使用 宿泊を伴わない使

用 

延長使用に係る使

用 

利用料金（１人１

泊につき） 

利用料金（１人１

回につき） 

利用料金（１人1

日につき） 

学校が教育の

ために、又は

児童福祉施設

等が事業のた

めに使用する

場合 

宿泊棟 150円 

 

 

75円 

 

 

30円 

テント施設

（10平方メ

ートル未満

の区画） 

90円 

備考 

１ この表において「学校」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する

学校（大学を除く。）をいう。 

２ この表において「児童福祉施設等」とは、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条

に規定する児童福祉施設及びこれに準ずるものとして市長が定めるものをいう。 

３ この表において「宿泊を伴う使用」とは、到着日の午後２時30分から出発日の午後２

時までの間において施設を使用することをいう。 

４ この表において「宿泊を伴わない使用」とは、午前９時から午後４時までの間におい

て施設を使用することをいう。 

５ 前２項に規定する時間を超えて施設を使用した場合は、「延長使用に係る使用」欄に

ある延長利用料を徴収することができる。 

６ 学校又は児童福祉施設等が神戸市外に所在するものであるときは、利用料金の額は、

この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

(2) (1)に該当しない場合 

施設 宿泊を伴う使用 

利用料金（１泊につき） 
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通常日 繁忙日 

宿泊棟 摩耶施設（ツインル

ーム以外）及び六甲

施設 

使用者１人につき2,800円 

ただし、小学生以下の者は

１人につき2,100円 

使用者１人につき4,800円 

ただし、小学生以下の者は

１人につき3,900円 

摩耶施設ツインルー

ム 

使用者１人につき5,000円 

ただし、小学生以下の者は

１人につき3,500円 

使用者１人につき6,500円 

ただし、小学生以下の者は

１人につき4,600円 

キャビン施設 １棟につき25,000円 

ただし、使用者が４人を超

える場合は、４名を超える

人数１人につき2,000円を

加える 

１棟につき30,000円 

ただし、使用者が４人を超

える場合は、４名を超える

人数１人につき2,000円を

加える 

テント

施設 

 使用者の数に500円（ただし、小学生以下の者は300円と

し、このうち未就学児は０円とする）を乗じた額に、１

区画につき下記の額を加えた額 

もりのオートサイト 

（駐車施設及び電源

設備有り） 

5,000円 8,000円 

もえがらの里サイト 

（駐車施設無し、電

源設備有り） 

3,000円 6,500円 

みずうみサイト・は

だしの里サイト 

（駐車施設及び電源

設備無し） 

3,000円 6,500円 

こもれびのサイト 

（駐車施設及び電源

設備無し、10平方メ

ートル未満の区画） 

2,000円 

ただし、１名で使用する場

合は1,500円 

3,000円 

ただし、１名で使用する場

合は2,500円 

備考 

１ この表において「宿泊を伴う使用」とは、宿泊棟及びキャビン施設においては到着日

の午後３時から出発日の午前10時までの間において施設を使用すること、テント施設に

おいては到着日の午後２時から出発日の正午までの間において施設を使用することをい

う。 

２ 前項に規定する時間を超えて施設を使用した場合は、宿泊棟については、１日につき

使用者１人につき1,700円（ただし、小学生以下の者は１人につき1,200円）、テント施

設については１時間１区画につき1,000円（ただし、繁忙期は1,500円）の延長使用料を

徴収することができる。 

３ 宿泊を伴わない使用をさせる場合は、１日につき、宿泊棟については使用者１人につ
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き1,250円（ただし、小学生以下の者は900円）、繁忙日においては使用者１人につき2,250

円（ただし、小学生以下の者は1,800円）、キャビン施設については宿泊を伴う使用にか

かる利用料金と同額、テント施設については１区画につき2,500円（ただし、繁忙日にお

いては3,000円）を徴収する。 

４ 宿泊棟及びキャビン施設を使用する場合において、３歳以下の者であって、寝具を使

用しない場合は使用者の数に算入しない。 

５ この表において「小学生以下の者」とは、12歳に達した日の属する学年の終わりまで

の者をいう。 

２ 繁忙日 

(1) 宿泊を伴う使用の場合（宿泊する日が次に掲げる日に該当する場合に限る。） 

ア 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日の前日 

イ １月１日、同月２日、４月28日から５月５日まで及び７月20日から８月30日まで 

ウ 土曜日 

(2) 宿泊を伴わない使用の場合 

ア 国民の祝日に関する法律に規定する休日（11月から３月までの期間を除く。） 

イ １月１日、同月２日、同月３日、４月29日から５月６日まで及び７月21日から８月31

日まで 

ウ 土曜日及び日曜日（11月から３月までの期間を除く。） 

３ 施行日 

令和５年11月１日 
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神戸市告示第428号 

 神戸市屋外広告物条例（平成12年１月条例第50号）第８条の規定により、本市の区域の

うち良好な景観を保全し、及び形成するために広告物等を当該区域の特性に応じたものと

する必要があると認められる区域を次の表のとおり定め、広告物等景観保全地区として指

定し、令和６年１月31日から適用する。 

令和５年10月31日 

神戸市長 久 元 喜 造 

広告物等景観保全地区の名称 

・高速道路等インターチェンジ周辺広告物等景観保全地区

広告物等景観保全地区に指定する土地の範囲 

・市外から市内に車両が流入する郊外の高速道路等のインターチェンジ23か所周辺地域

（別図のとおり）

１ 神戸三田IC ２ 長尾IC ３ 大沢IC 

４ 吉尾IC ５ 柳谷IC ６ 五社IC 

７ 有馬口IC ８ 唐櫃IC ９ からと東IC 

10 唐櫃南IC 11 からと西IC 12 箕谷IC 
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13 藍那IC 14 神戸西IC 15 しあわせの村IC 

16 布施畑東IC 17 布施畑西IC 18 布施畑IC 

19 前開IC 20 永井谷IC 21 長坂IC 

22 伊川谷IC 23 玉津IC 

※上記インターチェンジ(IC)の道路の名称

高速自動車国道中国縦貫自動車道 １ 

第二神明道路北線（一般国道２号） 21 

第二神明道路（一般国道２号） 22、23 

六甲北有料道路 ２、３、４、５、８ 

六甲有料道路 10 

神戸市道高速道路北神戸線 ６ 

兵庫県道高速北神戸線 ７、９、11、12、13、15、16、17、19、20 

神戸市道生田川箕谷線 12 

一般国道28号（神戸淡路鳴門自動車道） 14、18 
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神戸市告示第429号 

 神戸市屋外広告物条例（平成12年１月条例第50号）第８条第１項に規定する広告物等景

観保全地区を指定するにあたり、同条第２項に規定する広告物の表示又は掲出物件の設置

に関する基本方針を以下のとおり定める。 

令和５年10月31日 

神戸市長 久 元 喜 造 

広告物等景観保全地区の名称 

高速道路等インターチェンジ周辺広告物等景観保全地区 

広告物の表示又は掲出物件の設置に関する基本方針 

１ 基本構想 

高速道路等のインターチェンジ周辺は、駅前空間と並び神戸への訪問者の目に最初

に触れる場所であり、神戸のイメージや魅力に影響を及ぼす地域の顔となる重要な空

間である。  

一方、郊外のインターチェンジ周辺の一部には、人の目を引くことのみを目的とし

た大きく派手な広告が乱立し景観の調和を著しく阻害している。 

また、交差点付近では、これらの看板により信号機や交通標識の視認性を低下させ、

交通事故の発生や円滑な移動の妨げとなる恐れがある。 

地域の景観に調和するとともに、神戸の玄関口としてふさわしい景観を整序してい

くため、郊外インターチェンジ周辺地域を広告物等景観保全地区に指定し、看板の位

置や色彩の規制・誘導等を行い、周辺環境と調和した統一感ある沿道の広告景観形成

をめざす。 

２ 広告物等の位置、色彩、意匠その他表示の方法に関する事項 

広告物の種類 位置、色彩、意匠その他表示の方法 

地上広告物 （1）広告物の相互間距離は５ｍ以上とすること。

（2）信号機及び道路標識からの距離は５ｍ以上とすること。

（3）彩度10以上の色数は２色以下とすること。

（4）広告物が複数掲出される場合は集合化に努めること。

（5）神戸市景観計画の景観計画区域全域（重点地域及び重点地区を

除く。）における「屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出す

る物件の設置に関する行為の制限に関する事項」に示す景観形

成基準及び夜間景観形成基準を満たすこと。
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神戸市告示第430号 

神戸市収入証紙条例（昭和39年３月条例第44号）第３条第１項の規定により，神戸市収

入証紙売りさばき所の所在地を次のとおり変更し，同条第２項の規定により告示する。 

令和５年11月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

売りさばき人 
売りさばき所 

所在地変更日 
名称 所在地 

株式会社 

磯上ファイブ 

セブン-イレブ

ン神戸磯上通

４丁目店 

神戸市中央区磯上通４－

３－13 

令和５年10月５日 
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神戸市告示第431号 

 次の医療機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条および中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の指定をしたので、生活保護法第 55 条の 3 の

規定により告示する。 

令和５年 11 月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

名称 所在地 指定年月日 

訪問看護ステーション

おはあさ 

神戸市東灘区本山南町８丁目６番２６号 令和 5 年 10 月 1 日 

さんよう名谷訪問看護

ステーション

神戸市須磨区西落合２丁目２番９号 令和 5 年 7 月 27 日 
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神戸市告示第432号 

 次の指定医療機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 2 および中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の規定により、当該指定医療機関の事

業を廃止したとして届出があったので、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示する。 

令和５年 11 月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

名称 所在地 廃止年月日 

ゆうわ薬局 神戸市兵庫区東山町４丁目１３ 令和 5 年 10 月 1 日 

訪問看護ステーション

おはあさ 

神戸市東灘区本山南町８丁目６番２６号 令和 5 年 9 月 30 日 
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神戸市告示第433号 

 次の指定医療機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 2 および中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の規定により、当該指定医療機関の名

称等に変更があったとして届出があったので、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示する。 

令和５年 11 月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

名称 所在地 変更年月日 

(新)医療法人社団伊原内

科・循環器クリニック 

(旧)医療法人社団辻本内

科 

神戸市灘区永手町５丁目８番１９号 令和 5 年 10 月 1 日 
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神戸市告示第434号 

 次の指定介護機関について，生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項において準

用する同法第 50 条の 2 および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条４項の規定により，当該

指定介護機関の事業を廃止したとして届出があったので，生活保護法第 55 条の 2 の規定により告示す

る。 

令和５年 11 月７日 

  神戸市長 久 元 喜 造 

１ 介護事業者 

当該廃止にかかる 

介護事業所の名称 

当該廃止にかかる 

介護事業所の所在地 
介護事業者の名称 

介護事業者の主たる  

事務所の所在地 
廃止年月日 サービス種類

ゆうわ薬局 
神戸市兵庫区東

山町４丁目１３ 

有限会社ゆ

うわプラン

ニング

神戸市兵庫区東

山町４丁目１３

番地 

令和 5 年 10 月 

1 日 

居宅療養管理指導 介護予

防居宅療養管理指導 
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神戸市告示第435号 

 次の指定介護機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項にお

いて準用する同法第 50 条の 2 および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の規定により、当該指定介護機

関の名称等に変更があったとして届出があったので、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告

示する。 

令和５年 11 月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

当該変更にかか

る介護事業所の

名称 

当該変更にかか

る介護事業所の

所在地 

介護事業者

の名称 

介護事業者

の主たる事

務所の所在

地 

変更年

月日 
サービス種類

特別養護老人ホ

ーム長田すみれ

園 

(新)神戸市長田

区雲雀ケ丘１丁

目１番地３ 

(旧)神戸市長田

区鹿松町２丁目

９番４３号 

社会福祉法

人すみれ会 

神戸市長田

区雲雀ヶ丘

１丁目１番

３号 

令和 5

年 4 月 

1 日 

短期入所生活介護 居

宅介護支援（ケアプラ

ン作成） 指定介護老

人福祉施設 介護予防

短期入所生活介護 

特別養護老人ホ

ーム長田すみれ

園デイサービス

センター

(新)神戸市長田

区雲雀ケ丘１丁

目１番地３ 

(旧)神戸市長田

区鹿松町２丁目

９番４３号 

社会福祉法

人すみれ会 

神戸市長田

区雲雀ヶ丘

１丁目１番

３号 

令和 5

年 4 月 

1 日 

通所介護 介護予防通

所介護 通所型サービ

ス（独自）

ひだまりの家 

須磨妙法寺 

(新)神戸市須磨

区桜の杜１丁目

６番１号 

(旧)神戸市須磨

区桜の杜１丁目

２０８番２１１

号 

株式会社レ

オ・ソリュ

ーションズ 

神戸市西区

池上２丁目

２０番１号 

令和元

年 7 月 

1 日 

地域密着型通所介護 

通所型サービス（独

自） 
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神戸市告示第436号 

 次の施術者について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条において準用する同法

第 49 条および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の指定をしたの

で、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示する。  

令和５年 11 月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

1 あん摩マッサージ師 

施術所の名称 施術者の氏名 施術所の所在地 指定年月日 

やまのまち接骨

院 
山﨑 正彦 神戸市北区緑町１丁目６番１号 

令和 5 年 5 月 1

日 
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神戸市告示第437号 

 次の指定を受けた施術者について，生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条において

準用する同法第 50 条の 2 および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条４項の

規定により，当該指定を受けた施術者の開設している施術所の名称等に変更があったとして届

出があったので，生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示する｡  

令和５年 11 月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１．柔道整復師 

施術所の名称 施術者の氏

名 

施術所の所在地 変更年月日 

（新）えがおウェルネ

ス整骨院

(旧)えがわ鍼灸整骨院 

上原 武 
神戸市兵庫区荒田町２丁目１

８番２０号 

令和 5 年 8 月 1

日 
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神戸市告示第 438号

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、事業系ごみの

処分に係る手数料及び物品売払代金の収納事務を次の者に委託する。 

  令和５年11月７日

神戸市長 久 元 喜 造

１ 委託先 

名称 所在地 

有限会社藤田商店 神戸市中央区琴ノ緒町３丁目３番5-32号 

２ 委託期間 

  令和５年10月 20日から令和８年３月31日まで
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神戸市告示第439号 

次の特定非営利活動法人について、特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第51条第２項に

係る有効期間の更新をしたので、同法第51条第５項により準用する同法第49条第２項の規定により次

のとおり告示する。 

令和５年11月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

法人名 特定非営利活動法人フードバンク関西 

代表者 中島 眞紀 

所在地 神戸市東灘区深江本町１丁目８番16号バレル芦屋101号 

目的  この法人は、社会的に弱い立場にある個人、及びそれらを支える活動をする非営

利団体に対して、企業、団体、個人から寄贈された余剰食品の無償提供などの支援

事業を行い、要支援生活者の生活の向上を図るとともに資源の有効活用を促進し、

誰もが安心して暮らせる豊かな社会の実現に寄与することを目的とする。 

有効期間 ５年間（令和５年12月27日から令和10年12月26日まで） 
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神戸市告示第440号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のように変更

し、同条第２項の規定により、令和５年11月８日からその供用を開始する。 

その関係図面は、神戸市建設局道路管理課に備え置いて、令和５年11月21日まで一般の縦覧

に供する。 

令和５年11月７日 

神戸市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

道路の

種類 

路 線 名 区 間 新旧別 延 長 

(メートル)

幅 員 

(メートル)

市道 西垂水60号線 神戸市垂水区日向２丁目

176番１地先から 

神戸市垂水区日向２丁目

176番１地先まで 

新 13.00 最大  7.50 

 最小  7.40 

旧 13.00 最大  7.50 

 最小  7.40 

県道 長坂垂水線 神戸市垂水区日向２丁目

176番１地先から 

神戸市垂水区日向２丁目

176番１地先まで 

新 13.00 最大  7.50 

 最小  7.40 

旧 13.00 最大  7.50 

 最小  7.40 
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神戸市公告 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第70条第１項の規定による建築協定書の提出があったの

で、同法第71条の規定により公告します。 

この建築協定書は、神戸市建築住宅局建築指導部建築安全課において、関係人の縦覧に供し

ます。 

令和５年10月27日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 建築協定の名称 

松の宮団地地区建築協定 

２ 建築協定区域の位置 

神戸市北区鈴蘭台西町6丁目1番1 他 

３ 縦覧期間 

  令和５年10月27日から同年11月27日まで 

４ 連絡先 

神戸市中央区浜辺通２丁目１番30号 

神戸市建築住宅局建築指導部建築安全課 

電話(078)595-6555 
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神戸市公告 

 神戸国際港都建設事業新長田駅南第１地区、第２地区、第２－Ｂ地区、第２－Ｃ地区、第３地区、第

３地区（大橋３地区）及び第３地区（大橋４地区）震災復興第二種市街地再開発事業に係る公共施設（道

路）の整備に関する工事が完了したので、都市再開発法（昭和44年法律第38号）第118条の20の規定によ

り公告します。 

 令和５年11月７日 

                                神戸市 

                            代表者  神戸市長 久 元 喜 造 
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神戸市公告 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項の規定

による届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定により次の

とおり公告するとともに、当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添

付書類を次のとおり縦覧に供します。 

 なお、同法第８条第２項の規定により神戸市の区域内に居住する者、神戸市において事業活

動を行う者、神戸市の区域をその地区とする商工会議所又は商工会その他の神戸市に存する団

体その他の当該公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、令和５年 11 月７日から４月以内に、神戸市

に対し、意見書の提出により、意見を述べることができます。 

  令和５年 11 月７日 

                        神戸市 

                        代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  ルッカ名谷  

  神戸市須磨区中落合３丁目 16 番１ 他 

２ 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の

氏名  

  （変更前） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表

者の氏名 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 
東京都千代田区丸の内 1 丁目５

番１号 

代表取締役  

柳井 隆博 

  （変更前） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表

者の氏名 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 
東京都千代田区丸の内 1 丁目５

番１号 

代表取締役  

久井 大樹 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名 

（変更前） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表

者の氏名 

株式会社ＡＯＫＩ 
神奈川県横浜市都筑区葛が谷６

番 56 号 

代表取締役  

森 裕隆 

株式会社ファミリーマート 
東京都豊島区東池袋３丁目１番

１ 

代表取締役 

細見 研介 

株式会社エクセル 兵庫県西脇市日野町 165 番５ 
代表取締役 

門脇 吉弘 
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株式会社エブリ 
兵庫県垂水区霞ヶ丘７丁目 31

－402 号 

代表取締役 

稲垣 千穂 

その他未定２店舗 

（変更後） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表

者の氏名 

株式会社ＡＯＫＩ 
神奈川県横浜市都筑区葛が谷６

番 56 号 

代表取締役  

森 裕隆 

株式会社ファミリーマート 
東京都港区芝浦３丁目１番 21

号 

代表取締役 

細見 研介 

株式会社エクセル 兵庫県西脇市日野町 156 番５ 
代表取締役 

門脇 吉弘 

株式会社エブリ 
兵庫県垂水区霞ヶ丘７丁目 31

－402 号 

代表取締役 

稲垣 千穂 

その他未定２店舗 

３ 変更の年月日 

  ２(1)については、令和５年４月１日 

２(2)については、平成 31 年２月 12 日 

４ 変更する理由 

  ２(1)については、代表者変更のため。 

２(2)については、住所変更等。 

５ 届出年月日 

令和５年６月１日 

６ 縦覧期間 

令和５年 11 月７日から令和６年３月７日まで 

７ 縦覧場所 

  神戸市中央区御幸通６丁目１番 12 号 

  三宮ビル東館４階 

  神戸市経済観光局経済政策課 
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神戸市公告 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項の規定

による届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定により次の

とおり公告するとともに、当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添

付書類を次のとおり縦覧に供します。 

 なお、同法第８条第２項の規定により神戸市の区域内に居住する者、神戸市において事業活

動を行う者、神戸市の区域をその地区とする商工会議所又は商工会その他の神戸市に存する団

体その他の当該公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、令和５年 11 月７日から４月以内に、神戸市

に対し、意見書の提出により、意見を述べることができます。 

  令和５年 11 月７日 

                        神戸市 

                        代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  神戸北町複合商業施設 

   神戸市北区日の峰２丁目 10 番地１ ほか 

２ 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の

氏名 

（変更前） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表

者の氏名 

三菱ＨＣキャピタル株式会

社 

東京都千代田区丸の内１丁目５番

１号 

代表取締役 

柳井 隆博 

（変更後） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表

者の氏名 

三菱ＨＣキャピタル株式会

社 

東京都千代田区丸の内１丁目５番

１号 

代表取締役 

久井 大樹 

３ 変更の年月日 

令和５年４月１日 

４ 変更する理由 

代表者変更のため。 

５ 届出年月日 

令和５年６月 12 日 

６ 縦覧期間 

令和５年 11 月７日から令和６年３月７日まで 

７ 縦覧場所 

  神戸市中央区御幸通６丁目１番 12 号 

  三宮ビル東館４階 

  神戸市経済観光局経済政策課 
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神戸市公告 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号）第６条第１項の規定による変更の届出があ

ったので、同法第６条第３項の規定が準用する同法第５条第３項により次のとおり公告すると

ともに、当該届出及び同条第２項の添付書類を次のとおり縦覧に供します。 

 なお、同法第８条第２項の規定により神戸市の区域内に居住する者、神戸市において事業活

動を行う者、神戸市の区域をその地区とする商工会議所又は商工会その他の神戸市に存する団

体その他の当該公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、令和５年 11 月７日から４月以内に、神戸市

に対し、意見書の提出により、意見を述べることができます。 

  令和５年 11 月７日  

                               神戸市 

                                代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  神戸御幸ビル商業施設 

  神戸市中央区明石町 44 番地 

２ 変更した事項 

(1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の

氏名 

（変更前） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表者

の氏名 

株式会社御幸ビルディング 
名古屋市中区錦３丁目 20 番

27 号 

代表取締役 

春名 孝俊 

（変更後） 

氏名又は名称 住   所 
法人にあっては代表者

の氏名 

株式会社御幸ビルディング 
名古屋市中区錦３丁目 20 番

27 号 

代表取締役 

三明 秀二 

３ 変更の年月日 

  令和５年６月 29 日 

４ 変更する理由 

  代表者変更のため。 

５ 届出年月日 

  令和５年７月 12 日 

６ 縦覧期間 

令和５年 11 月７日から令和６年３月７日まで 

７ 縦覧場所 

  神戸市中央区御幸通６丁目１番 12 号 

  三宮ビル東館４階 

  神戸市経済観光局経済政策課 
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神戸市公告 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項の規定

による届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定により次の

とおり公告するとともに、当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添

付書類を次のとおり縦覧に供します。 

 なお、同法第８条第２項の規定により神戸市の区域内に居住する者、神戸市において事業活

動を行う者、神戸市の区域をその地区とする商工会議所又は商工会その他の神戸市に存する団

体その他の当該公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、令和５年 11 月７日から４月以内に、神戸市

に対し、意見書の提出により、意見を述べることができます。 

  令和５年 11 月７日 

                        神戸市 

                        代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  TerrasMa 

   神戸市須磨区高倉台１丁目１外  

２ 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の

氏名 

（変更前） 

氏名又は名称 住 所 
法人にあっては代

表者の氏名 

神鋼不動産株式会社 
神戸市中央区脇浜海岸通２丁目２

番４号 

代表取締役 

藤野 悦郎 

（変更後） 

氏名又は名称 住 所 
法人にあっては代

表者の氏名 

TC 神鋼不動産株式会社 
神戸市中央区脇浜海岸通２丁目２

番４号 

代表取締役 

藤野 悦郎 

３ 変更の年月日 

  令和４年４月１日 

４ 変更する理由 

  法人名変更のため。 

５ 届出年月日 

令和５年７月 31 日 

６ 縦覧期間 

令和５年 11 月７日から令和６年３月７日まで 

７ 縦覧場所 

  神戸市中央区御幸通６丁目１番 12 号 

  三宮ビル東館４階 

  神戸市経済観光局経済政策課 
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神戸市公告 

神戸市都市景観条例（令和３年12月条例第25号）第17条第２項の規定に基づく協議の申

し出がありましたので、同条第３項の規定により次のとおり公告し、当該申し出に係る書

面及び図書の写しを都市局景観政策課窓口において一般の縦覧に供します。 

  令和５年11月７日 

神戸市長 久 元 喜 造  

１ 景観影響建築行為予定者の氏名及び住所 

  学校法人コミュニケーションアート 

理事長 近藤正臣 

大阪府大阪市西区新町1丁目18番22号 

２ 設計者の氏名、住所及び連絡先 

  東レ建設株式会社一級建築士事務所 

関西設計部長 山川 裕司 

滋賀県大津市別保二丁目９番50号 

077-534-4084 

３ 景観影響建築行為の概要 

⑴ 所在及び地番 神戸市中央区伊藤町107番1、107番3、江戸町103番3 

⑵ 敷地面積   約1,689平方メートル 

⑶ 建築面積   約  511平方メートル 

⑷ 延べ面積   約3,681平方メートル 

⑸ 高さ     約30.9メートル 

⑹ 構造     鉄筋コンクリート造 

⑺ 階数     地上８階 

⑻ 建物用途   専修学校 

４ 縦覧の期間 

  令和５年11月７日から令和５年11月20日まで 
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神戸市公告 

 次の開発区域（工区）の全部について開発行為に関する工事が完了したので、都市

計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規定により公告します。 

  令和５年11月７日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 開発区域（工区）に含まれる地域の名称 

  神戸市西区見津が丘六丁目19番 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

大阪市福島区大開二丁目10番40号 

石田エンジニアリング株式会社 

代表取締役 石田 貴志 

３ 許可番号 

  令和５年５月30日 第8122号 

（変更許可 令和５年９月26日 第2082号） 
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神戸市教育委員会公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

令和５年10月 31日  

神戸市教育委員会  

教育長 長田  淳  

神戸市教育委員会規則第４号 

   神戸市教育委員会公印規則の一部を改正する規則  

神戸市教育委員会公印規則（昭和42年７月教育委員会規則第７号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。  

 (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後  改正前 

（押印の使用） （押印の使用）  

第 12条  文書への公印の押印は、次に  

掲げるものについて行うものとす

る。 

第 12条  文書への公印の押印は、次に  

掲げるものについて行うものとす

る。 

(1) ［略］  (1) ［略］  

 (2) 神戸市教育委員会又は当該文書

の名宛人の権利義務に重要な影響

を及ぼす文書 

 (3) 事実の証明に関する文書その他 

当該文書が真正であることを特に 
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認証する必要があると認められる

文書 

(2) 前号に掲げるもののほか、特に

公印を押印すべき事情があると認

められる文書 

(4) 前３号に掲げるもののほか、特

に公印を押印すべき事情があると

認められる文書 

２ [略 ] ２ [略 ] 

 附  則  

この規則は、令和５年11月１日から施行する。
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昇格に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和５年10月 27日  

神戸市人事委員会事務局  

委員長 芝原 貴文  

神戸市人事委員会規則第４号  

  昇格に関する規則の一部を改正する規則  

昇格に関する規則（平成28年４月人委規則第２号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線部分（以下第１号及び第２号におい

て「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線部分（以下第１

号及び第３号において「改正後部分」という。）については、次のとおりとす

る。 

  ⑴  改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは，当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

⑵  改正部分のみ存在するときは，当該改正部分を削る。  

⑶  改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。  

改正後 改正前 

第８条の２ ［略］ 第８条の２ ［略］ 

２、３ ［略］ ２、３ ［略］ 

４  前項、第７条及び第８条の規定に

より、職務の級昇格基準表中在職年

数の基準を満たす場合であっても、

採用後 0. 5年 を 経過 するま では昇 格

しないものとする。 

４  前項、第７条及び第８条の規定に

よる本市職員の在職年数及び前歴の

通算により、採用日時点で職務の級

昇格基準表中在職年数の基準を満た

す場合は、採用後0.5年を経過するま

では昇格しないものとする。  

附  則  

 この規則は、令和５年11月１日から施行する。 

令和５年11月７日　神戸市公報第3833号
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